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名古屋大学大学院教育発達科学研究科紀要（教育科学）� 第70巻第 2号（2023年度）

戦前期日本における大学設立認可基準の成立と展開

＊吉 川 卓 治

はじめに

1918年12月 6 日に大学令（勅令第三百八十八号）が
公布された。これにより，帝国大学や官立大学のほか
に公立大学と私立大学の設立が認められることになっ
た。1919年 3 月29日には大学令の施行規則として大学
規程（文部省令第十一号）が公布され，公私立大学の設
立認可申請に際して必要とされる事項が示された。だ
が大学令と大学規程は，基本財産や専任教員，教授・
研究上必要となる設備などの条件については項目の提
示にとどまったため，設立認可のためのより具体的な
基準が必要とされた。

こうした基準を成文化した内規の存在は，戦後改革
期に学校教育局長として大学制度改革などに携わった
日高第四郎の回想によって早くから知られていた 1 。
1969年に刊行された海後宗臣・寺崎昌男『大学教育』
は，戦前において大学設立の基準（省令・規定などの
項目内容）を具体化し，運用する主体が教育専門家で
はなく文部官僚に限られていたことを指摘したうえ
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で，具体的な内規が「昭和初年に作成されたといわれ
る」と紹介した。だが海後等はそれに接することがで
きなかったため，内規により「基本財産，校舎その他
の施設，学生定員などの基準がいちおう成文化されて
いたといわれる」と伝聞を記すにとどまった 2 。

内規そのものが発見・紹介されたのは1978年のこと
だった。大学史研究者の中野実が国立公文書館に所蔵
される私立大学の設立認可関係書類に「大学設立認可
内規（秘）」と題された文書を見出したのである。中
野はこれを紹介しただけでなく，そこに示された基本
財産の分割供託回数と，私立大学による設立認可申請
の内容とを照合して作成時期を検討した。その結果，

「大学設立認可内規（秘）」には基本財産の二分の一以
上を即時供託させ，残りは次年度以後 3 か年以内の分
割供託を認めるとあったにもかかわらず，1923年以前
に認可された大学のほとんどが 6 か年分割だったこと
などから，作成時期は「昭和初年」ではなく，1924年
頃だったとの見解を示した 3 。

ところが他方で，倉澤剛は1980年刊行の『続学校令
の研究』において，同じ「大学設立認可内規（秘）」を
紹介し次のように述べた。「右〔同内規〕によれば，公* �名古屋大学大学院教員
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立又は私立大学の設置基準は，相当にきびしいことが
知られる。これは主として私立大学の濫設を防ごうと
したもので，私学の側からは基本財産の供託など苛酷
すぎるという批判が起った。もっとも文部省も実施の
段階で，その態度を若干やわらげ，供託金も六ヶ年程
度の分割供託を認めた」4 。倉澤は「大学設立認可内規

（秘）」の内容と認可された私立大学の申請内容との齟
齬について，文部省が「実施の段階」で私学側の批判
を受けて一定の柔軟な姿勢をとったために生じたもの
と説明したのである 5 。

この説明は，倉澤自身が編集・執筆に携わった『専
修大学百年史』で繰り返され 6 ，2009年刊行の天野郁夫

『大学の誕生（下）』でも採用された。天野は倉澤の著
書を参照しつつ，設立認可を受けるにあたり私立大学
が充たすことを求められた要件のうち基本財産の供託
については「一学部の大学は五〇万円，さらに一学部
増すごとに一〇万円とする。基本財産の供託は設立時
に二分の一以上，残額は次年度以降三ヵ年の分割供託
を認める」と説明した 7 。こうした「大学設立認可内規

（秘）」が大学令公布と同時期に成立し，その後一貫し
て効力を有したとの見方は，近年の研究や大学沿革史
にも散見する。

ところが，戦前期に成文化された公私立大学の設立
認可の基準（以下「基準」と記す）は，これまで三つ
確認されている（表 1 ）。最初の「基準」は，大学規程
の公布から十日余り後の1919年 4 月 9 日付で文部省専
門学務局長が地方長官に発出した「発専七八号通牒」
である。これは京都府の行政文書に含まれるもの 8 と，
東京府の行政文書中のもの 9 が知られるが，どちらも
同じ蒟蒻版が用いられている。

二つめは，1924年頃作成と中野が推定した上述の
「大学設立認可内規（秘）」で，謄写印刷版と活字印刷
版がある。前者は日本医科大学，後者は高野山大学の
設立認可関係書類のなかにある。

三つめは，この「大学設立認可内規（秘）」に1929
年 5 月18日付で改訂を加えた「大学設立認可内規」で
ある。これは私立大学による「夜間部」設置申請への
文部省の対応過程において作成されたことが知られて
いる10。同じ改訂内規は，国立教育政策研究所所蔵の

「戦後教育資料」11にも残されており，1946年秋に設置
された大学設立基準設定協議会に文部省が示した原案
の付属資料だったとされる12。本稿では後者に拠った
が，「備考」は後述のように資料として提出された際に
付記された可能性が高い。

これらの三つの「基準」は発見・紹介の経緯や研究
の文脈が異なっていたこともあり，時間軸を入れて総

合的に考察する研究はなされてこなかった。だが，こ
の作業には戦後の大学基準や大学設置基準へと連なる

「基準」の系譜を再検討する意義がある。
そこで本稿は三つの「基準」がいかに，どのような

ものとして成立し，審査に際してどのように適用され
たのか検討することで戦前期における「基準」の成
立・展開過程の特質を解明することを目的とする。そ
の際，「基準」の示す要件と，各大学の設立認可申請の
内容や文部省の付した認可の条件とを対照させた中野
の手法を参考にする。中野が基本財産の供託回数をも
とに， 6 か年分割， 4 か年分割，一括納入の三つの時
期に区分したことも重要である13。本稿で示すように，
各時期は三つの「基準」に対応しているからである。
ただし中野はすべての「基準」を検討したわけではな
かった。この限界を踏まえ，本稿は「基準」を総合的
に検討することにより中野の研究成果に若干の知見を
付け加えようとする試みでもある。

1 　「発専七八号通牒」の発出と適用

（ 1）大学規程の制定
大学令の公布から 4 か月後の1919年 4 月 9 日，文部

省専門学務局長の松浦鎮次郎は地方長官に「発専七八
号通牒」（以下「通牒」と記す）を発出した。これは，
大学令と大学規程の公布を受け初めて作成された，大
学設立認可のための「基準」だった。その内容は表 1
からもわかるように基本財産と専任教員の二つに分け
られる。基本財産については，① 1 学部の大学は50万
円， 1 学部を増すごとに10万円を加えること，②予科
を置く場合も同様とすること，③設立後 3 週間以内に
供託すること，④特別の事情がある場合には文部大臣
の認可を受けて 6 か年以内の分割供託も認めることと
された。専任教員については，必要な教員の半数以上
としたが，文部大臣の認可を受けたうえで設立後 6 か
年の猶予期間をおくことも認めた。

これらの要件は，大学令が私立大学は財団法人もし
くは財団法人の経営するものとし（第 6 条），財団法人
は「大学ニ必要ナル設備又ハ之ニ要スル資金及少クト
モ大学ヲ維持スルニ足ルヘキ収入ヲ生スル基本財産ヲ
有スルコト」，基本財産は「現金又ハ国債証券其ノ他文
部大臣ノ定ムル有価証券トシ之ヲ供託スヘシ」（第 7
条），「公立及私立ノ大学ニハ相当員数ノ専任教員ヲ置
クヘシ」（第17条）と定めたことを受けたものだった。

「通牒」は私立大学を直接の対象としたが，文部省の
「指導」を介して公立大学にも援用された14。

しかし，文部省は初めからこうした「通牒」の発出
を計画していたわけではなく，具体的な基本財産の金
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表 1　戦前期日本における大学設立認可基準

発専七八号通牒 
（1919年4月9日）

大学設立認可内規（秘） 
（1924年）

大学設立認可内規 
（1929年5月18日）

教
授
・
研
究
上
必
要
と
な
る
設
備

一�、大学規程第三条ノ教授上及研究上必要
ナル設備ニ関シテハ普通ノ授業ニ必要
ナル設備ノ外左ノ条件ヲ具フヘキコト

　イ�、学部ノ種別ニ応シ専門ノ欧米各国中
二ヶ国ノ図書各二千部以上ヲ有スル
コト

　ロ�、法学部、文学部、経済学部又ハ商学
部ヲ有スル大学ニ在リテハ相当ナル
図書館、医学部ヲ有スル大学ニ在リテ
ハ相当ナル附属医院、農学部ヲ有スル
大学ニ在リテハ相当ナル演習地ヲ有
スルコト

一�、大学規程第三条ノ教授上及研究上必要
ナル設備ニ関シテハ普通ノ授業ニ必要
ナル設備ノ外左ノ条件ヲ具フヘキコト

　イ�、学部ノ種別ニ応ジ専門ノ欧米各国中
二ヶ国ノ図書各二千部以上ヲ有スル
コト

　ロ�、法学部、文学部、経済学部又ハ商学
部ヲ有スル大学ニ在リテハ相当ナル
図書館、医学部ヲ有スル大学ニ在リテ
ハ相当ナル附属医院、農学部ヲ有スル
大学ニ在リテハ相当ナル演習地ヲ有
スルコト

二、現在前項ノ設備ヲ有セサルモ
　イ�、私立大学ニ在リテハ之ニ要スル資金

ヲ所有スルトキニ限リ相当年限ノ猶
予ヲ認可スルコトヲ得ルコト

　　�但シ資金ノ二分ノ一以内ハ確実ナル
収入見込アル場合ニ限リ現ニ之ヲ有
セサルモ妨ナキコト

　ロ�、公立大学ニ在リテハ継続費予算確定
セル場合ニ限リ前号ニ準スルコト

二、現在前項ノ設備ヲ有セサルモ
　イ�、私立大学ニ在リテハ之ニ要スル資金

ヲ所有スルトキニ限リ相当年限ノ猶
予ヲ認可スルヲ得ルコト

　　�但資金ノ二分ノ一以内ハ確実ナル収
入見込アル場合ニ限リ現ニ之ヲ有セ
サルモ妨ナキコト

　ロ�、公立大学ニ在リテハ継続費予算確定
セル場合ニ限リ前号ニ準ズルコト

基
本
財
産

一�、財団法人カ所有スルコトヲ要スル
私立大学ノ基本財産ノ額ハ一箇ノ
学部ヲ置ク大学ニ於テハ五拾万円
トシ数箇ノ学部ヲ置ク大学ニ於テ
ハ一箇ノ学部ヲ加フル毎ニ拾万円
ヲ増加スルコト

一�、前項ノ金額ハ大学ニ予科ヲ置ク場
合ニ於テモ同様トスルコト

一�、基本財産ハ設立認可後三週間以内
ニ金庫ニ供託スヘキコト、但シ特別
ノ事情アルトキハ文部大臣ノ認可
ヲ受ケ六箇年以内ノ期間ニ於テ分
割供託スルヲ得ルコト

三�、大学令第七条ノ基本財産ノ額ハ一箇ノ
学部ヲ有スルモノニ在リテハ金五拾万
円以上トシ学部一ヲ加フル毎ニ金拾万
円以上ヲ増加セシムルコト

　�基本財産ハ尠クトモ総額ノ二分ノ一以
上ヲ即時供託セシメ其ノ他ハ確実ナル
収入見込アル場合ニ限リ次年度以後
三ヶ年以内ノ分割供託ヲ認ムルコト

三�、大学令第七条ノ基本財産ノ額ハ一箇ノ
学部ヲ有スルモノニ在リテハ金五拾万
円以上トシ学部一ヲ加フル毎ニ金拾万
円以上ヲ増加セシムルコト

　�基本財産ハ尠クトモ総額ノ二分ノ一以
上ヲ即時供託セシメ其ノ他ハ確実ナル
収入見込アル場合ニ限リ次年度以後
三ヶ年以内ノ分割供託ヲ認ムルコト

専
任
教
員

一�、大学ハ所要教員数ノ半数以上ノ専
任教員ヲ置クヲ要スルコト、但シ文
部大臣ノ認可ヲ受ケ設立後六箇年
ノ猶予期間ヲ置クコトヲ認ムルコ
ト

四�、教員組織ニ付テハ左ノ諸項ニ依ルコト
　イ�、各学部ノ主任教授タルヘキモノヲ定

メシムルコト
　ロ�、学部完成ノ年度迄ニ主要学科目ノ半

数以上ノ専任教員ヲ置カシムルコト

五�〔四〕、教員組織ニ付テハ左ノ諸項ニ依
ルコト

　イ�、各学部ノ主任教授タルヘキモノヲ定
メシムルコト

　ロ�、学部完成ノ年度迄ニ主要学科目ノ半
数以上ノ専任教員ヲ置カシムルコト

大
学
予
科

五�、予科ニ関シテハ高等学校ニ関スル法令
ニ準拠セシムルコト

　�但シ基本財産ハ之ヲ置クヲ要セサルコト

五�、予科ニ関シテハ高等学校ニ関スル法令
ニ準シ基本財産ハ之ヲ置クコトヲ要セ
サルコト

六�、夜間授業ヲナス大学ニ在リテハ第三号
ノ基本財産以外ニ一学部ニ付金五万円
以上増加セシムルコト

備　　考
一�、大正十二年迄ハ供託金金額ヲ六四
〔回ヵ〕均分供託ヲ許セリ

二�、大正十二年震災ノ為罹災学校ニ対シ
テハ供託ヲ一年猶予若クハ分割供託ヲ
十二回迄ノ範囲内ニ於テ変更スルコト
ヲ許セリ

三�、第六号ハ昭和四年五月十八日追加

　備考）資料の出典は本文を参照のこと。
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額や専任教員の人数は大学令の施行規則で定める予定
だったと思われる。私立高等学校の基本財産は，大学
令と同時に公布された高等学校令（勅令第三百八十九
号）で50万円以上と具体的に規定されていたし（第 5
条），情報源は不明だが，帝国教育会の機関誌『帝国教
育』は基本財産に関して「施行細則中に何等かの標準
を決定する筈の由」と報じていた15。

1918年12月21日発行の『医海時報』は「『改正大学
令』施行細則は，此程脱稿し目下参事官の手許にて修
正加除中にて，晩くも本月廿四五日迄には発布さるべ
しと」報じ16，発布間近との観測もなされた。だが，
1919年 3 月 8 日の同誌には「同規則は，漸く一両日前
法制局の意見通り修正を了りたるを以て，直に省議に
附し，次週中には勅令を以て公布の筈」と伝えられ
た17。結局 3 月下旬にまでずれ込み， 3 月29日に大学
規程として公布された。 4 月 1 日の大学令施行にかろ
うじて間に合ったことになる。

（ 2）私立大学関係者の運動と「通牒」の発出
ところが大学規程には公私立大学の設立認可のため

に文部省に申請する項目は記されたものの，具体的な
基本財産の金額や専任教員の人数については何も示さ
れなかった。背景には私立大学関係者への対応があっ
たのではないかと思われる。1919年 2 月の『帝国教育』
が「私立大学の現状に徴し本年四月までに新令に依る
大学たる認可を受け得らるゝものは僅か一，二を算ふ
るに過ぎざるべしと推せらる」18と報じたように，基本
財産や専任教員に関する要件によっては認可される大
学が限られてしまうとの危機感が高まっていた。その
ため私立大学関係者が要件の緩和を求めて文部省に運
動したことはよく知られている。ここでは，大学規程
の公布頃までにみられた主な私立大学関係者の動きを
追ってみよう。

1919年 1 月には早くも私立大学関係者が文部省を訪
問し認可の要件等について交渉した。 1 月25日の『教
育時論』によれば，内務官僚として知られ，日本大学
の理事を務めていた水野錬太郎等が，官立高等教育機
関拡張のために天皇が政府に「下賜」した内帑金1,500
万円を私学の拡張のために分配するように求め，同時
に基本財産や専任教員の整備に猶予期間を設けるよう
に要望した19。対する文部省側の「意嚮は全然之を拒
否せんとするものに非ず」だったという。

2 月13日には元法制局長官で中央大学学長の岡野敬
次郎も明治大学学長の木下友三郎等とともに，「供託
スヘキ資金及其時期」の斟酌，「設置スヘキ専任教員ノ
定員及研究科ノ設備完成」までの猶予，「予科及予科学

級ノ生徒定員」への斟酌を求める「大学令実施ニ関ス
ル陳情書」を首相と文部大臣に提出した20。

日本弁護士協会も1919年 2 月 5 日の理事会で「大学
令の施行に関する利弊調査の件」を協議することに決
した21。 2 月28日の機関誌『日本弁護士協会録事』は

「現在の私立大学にして大学令の規定に基き文部省の
承認を得るには五十万円以上百万円以下の供託金を為
したる上に専任教授を置かざる可らず，各私立大学は
果して此急速の施設に堪ゆべきか，大学令は即私立大
学撲滅令なり」と大学令を強く批判した22。 3 月31日に
は協会の特別委員が原敬首相と中橋徳五郎文相を訪問
し，①基本財産供託の金額と回数に「適宜斟酌」を加
え「相当ノ資金」を国庫から補助すること，②専任教
員の整備に「相当ノ猶予」を与え，兼任か専任かより
実力と教育方法の適否を重視すること，③学生定員の
制限を緩め，学力向上に重点をおくことを建議した23。
特別委員20名のほとんどが私学出身の有力弁護士だっ
たとされる24。

交渉の末，文部省と私立大学側のあいだで「妥協」
が成立した。 4 月15日の『教育時論』は，「都下各私立
大学（早稲田欠）代表者十余名は去月卅一日文部省に
中橋文相を訪問会見の上種々交渉を重ねたる結果」「私
立大学の必要なる基金は予科三年，本科三年合計六箇
年の組織に於て金六十万円にして且之が供託も亦一時
に六十万円を取纏め供託するは私学に至難の事情あり
との理由にて一ヶ年十万円宛六箇年間に分納差支なし

〔と〕云ふに決定し，且専任教授に対しても当局者は私
学の経営を安易ならしむる目的にて当初より員数を限
定せず是亦六箇年間に必要なる員数の専任教授を得る
こととして妥協成立したりと」報じた25。

このように私立大学関係者と文部省との交渉がなさ
れるなか，大学規程で詳細な要件を規定することは見
送り，基本財産の金額と供託回数，専任教員の整備と
その猶予期間を定めた「通牒」を専門学務局長が地方
長官に発出することになったものとみられる。そこで
は，一学部の大学に求められる基本財産は60万円では
なく50万円となり，文部省からさらなる譲歩を引き出
した形となった。交渉結果について『日本弁護士協会
録事』は「私立大学の昇格維持に関する幾分の緩和を見
たるは吾人の頗る欣快とする処なり」と述べている26。

（ 3）「通牒」の適用
「通牒」は「此旨関係者ヘ御示相成候様致度依命此段

及通牒候也」と，その内容を関係者に示すよう指示し
ており，また立命館大学の「総務課文書」に「通牒」
と同内容の文書があることから，実際に各私立大学に
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回送されたのは間違いない27。したがって各私立大学
は「通牒」を踏まえて設立認可申請を行なったと考え
られる28。では認可の審査に際して「通牒」はどのよ
うに適用されたのだろうか。

公私立大学の申請内容は，国立公文書館所蔵の設立
認可関係書類に含まれる，文部省が設立認可審査のた
めに要点を整理した「参考書」や「参考資料」「〇〇大
学設立要項」等と題する文書（以下「設立要項」と記
す）にうかがうことができる。主にそれを用いて各大
学の基本財産と専任教員についてまとめたのが表 2 で
ある。なお以下，各大学の「設立要項」に基づく記述
の出典は表 2 の備考を参照いただきたい。

表 2 が示すように1920年までは「設立要項」に記さ
れた専任教員数はかなり少なく，所要教員数は1925年
まで書かれなかった。これは「通牒」が 6 年間の猶予
を認めていたためとみられる。

これに対して基本財産の扱いは厳格だった。1922年
までに認可された私立大学（詳細が不明な慶應義塾大
学は除く）が申請した基本財産は， 1 学部の大学で50
万円， 2 学部の大学で60万円， 3 学部の中央大学で70
万円， 5 学部の早稲田大学で90万円だった。例外は龍
谷大学で，1 学部だったにもかかわらず，100万円を供
託するとした。だがいずれも「通牒」の要件を充たし
ている。基本財産供託の分割回数をみると，龍谷大学
は一括，大谷大学は 5 回だったが，他の私立大学はす
べて 6 回だった。分割回数も「通牒」の示す最低基準
を全大学がクリアしている。「通牒」の規定する基本財
産要件を充たさない申請内容で設立が認可された私立
大学は一つもなかった。

以上のように，文部省は「通牒」が成立するまで設
立認可の具体的な要件に関して私立大学関係者などへ
の譲歩を厭わなかった。だが，「通牒」の発出後は認
可に際して妥協は一切しなかった。倉澤が述べたよう
に「実施の段階で，その態度を若干やわらげ」るなど
ということはまったくなかったのである。

2 　「大学設立認可内規（秘）」の成立と適用

（ 1）「内規」の特徴
次に，二つめの「基準」である「大学設立認可内規

（秘）」（以下「内規」と記す）の特徴を「通牒」と比較
して整理しよう。

第一に，教授・研究上に必要とされる設備の要件が
加わった。具体的には①欧米各国のうち 2 か国の図書
を各2,000部以上，②法，文，経済，商の学部を有する
大学では「相当ナル図書館」，医学部を有する大学では

「相当ナル医院」，農学部を有する大学では「相当ナル

演習地」を備えること，ただしそれらの設備がなくと
も私立大学ではそれに要する資金がある場合，公立大
学では継続費予算が確定している場合，相当年限を猶
予するとされた。

第二に，基本財産の総額は変更されなかったが，「通
牒」で認可後 3 週間以内とされていた供託金の初年度
納付期限が「即時」となった。ただし「即時」の中身
は不明である。また 6 か年以内の分割供託が認められ
ていたのが，総額の二分の一以上の即時供託と以後 3
か年以内の分割（合計 4 回以内）とされた。

第三に教員組織については，各学部の「主任教授」を
定めることが追記され，半数以上の専任教員を置くま
での猶予期間が 6 年以内から「学部完成ノ年度迄」に
変更された。学部は 3 年もしくは 4 年（医学部）だっ
たから，猶予期間は短縮されたと解される。

第四に予科に関しては高等学校に関する法令に準拠
させることという文言が加わったが，予科のために基
本財産をおく必要はないと明記された。内容は「通牒」
と変わりはない。

以上から「内規」では，図書数などの設備要件が追加
され，かつ基本財産の初回供託金額と分割回数のハー
ドルが引き上げられ，専任教員の整備の猶予期間が短
くなったことがわかる。

（ 2）「内規」の成立過程
前述のように「内規」の成立時期について中野は

1924年頃と推定した。このことは妥当だったと考えら
れる。それは戦後教育資料にある1929年改訂の「大学
設立認可内規」の「備考」に「大正十二年迄ハ供託金
金額ヲ六四〔回ヵ〕均分供託ヲ許セリ」とあり，1923
年まで「通牒」が維持されたとみられるからである。
1923年 3 月28日に申請し翌年 5 月20日に認可された立
正大学について，中野は沿革史などに接することがで
きず結論を保留したが，『立正大学の120年』によると
基本財産の総額50万円の半額を超える27万9,362円50
銭を初年度に供託したことがわかる29。これは「内規」
の示す新しい供託方法に整合的で，立正大学の審査に
はこれが適用された可能性が高い。ゆえに「内規」は
1924年前半（ 5 月まで）には成立していたとみてよい。

では「内規」はどのようにして成立したのだろう
か。中野は，「内規」成立前における設立認可審査に
文部省が大学に課した認可条件を検討し，「内規」は
それらの条件を成文化したものだとの見解を示してい
る30。実際，松浦専門学務局長は「通牒」の公表に際
して「尚基本金及び専任教員のみを以て私立大学認可
の要件と考ふる時は非常の誤解を招くべし，認可に就
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表 2　公私立大学「設立要項」中の基本財産と専任教員

大学名 設立認可 
（官報公示日）

学部
基本財産 専任（所要教員）

総額 初回供託 供託回数 学部 予科

① 大阪医科大学（公立） 1919.11.24 医 － － －

② 慶應義塾大学 1920.02.06 経済，法，文，医

③ 早稲田大学 1920.02.06 政治経済，法，文，商，理工 900,000 150,000 6 回

④ 明治大学 1920.04.16 法，商 600,000 100,000 6 回 6 8

⑤ 法政大学 1920.04.16 法，経済 600,000 100,000 6 回 4 8

⑥ 中央大学 1920.04.16 法，経済，商 700,000 117,000 6 回 7 8

⑦ 日本大学 1920.04.16 法文，商 600,000 100,000 6 回 11 7

⑧ 国学院大学 1920.04.16 文 500,000 84,000 6 回 0 2

⑨ 同志社大学 1920.04.16 法，文 600,000 100,000 6 回 25 10

⑩ 愛知医科大学（公立） 1920.06.19 医 － － －

⑪ 東京慈恵会医科大学 1921.10.20 医 500,000 85,000 6 回

⑫ 京都府立医科大学（公立） 1921.10.20 医 － － －

⑬ 専修大学 1922.05.27 経済，法 600,000 100,000 6 回 22 20

⑭ 龍谷大学 1922.05.27 文 1,000,000 1,000,000 1 回 46 23

⑮ 大谷大学 1922.05.27 文 500,000 100,000 5 回 42 23

⑯ 立教大学 1922.05.27 文，商 600,000 100,000 6 回 25 25

⑰ 熊本医科大学（公立） 1922.05.27 医 － － －

⑱ 関西大学 1922.06.07 法，商 600,000 100,000 6 回 35 37

⑲ 東洋協会大学（拓殖大学） 1922.06.07 商 500,000 6 回 21 16

⑳ 立命館大学 1922.06.07 法 500,000 84,000 6 回 16 12

� 立正大学 1924.05.20 文 500,000

� 駒澤大学 1925.04.01 文 500,000 25 20

� 東京農業大学 1925.05.20 農 500,000 21 10

� 日本医科大学 1926.02.27 医 500,000 250,000 4 回 27（39） 7（10）

� 高野山大学 1926.04.06 文 500,000 22（27） 13（13）

� 大正大学 1926.04.07 文 500,000 250,000 4 回 16（20） 20（35）

� 大阪商科大学（公立） 1928.03.23 商 － － － 28（35） 18（26）

� 東洋大学 1928.04.02 文 500,000 250,000 4 回 15（29） 8（11）

� 上智大学 1928.05.10 文，商 600,000 300,000 4 回 15（30） 8（15）

� 関西学院大学 1932.03.08 法文，商経 600,000 600,000 1 回 35（55） 12（20）

� 藤原工業大学 1939.05.29 工 650,000 650,000 1 回 36（61） 14（26）

� 興亜工業大学 1942.05.19 工 500,000 500,000 1 回 35（60） 15（25）

� 大阪理工科大学 1943.03.16 理工 650,000 650,000 1 回 24（48） 16（24）

備考　下記の「公文類聚」中にある各大学の「参考書」「設立要項」「説明書」等（＝「設立要項」）により作成。
　　　空欄は不明。
資料　�①「公文類聚・第四十三編・大正八年・第二十四巻・軍事二・海軍、学事・学制（小学校～雑載）」類01326100、②～⑩「公

文類聚・第四十四編・大正九年・第二十四巻・軍事・陸軍・海軍・徴発、学事・学制～雑載」類01365100、⑪⑫「公文類聚・
第四十五編・大正十年・第二十五巻・財政六・官有財産・雑載、軍事・陸軍・海軍、学事」類01404100、⑬～⑳「公文類
聚・第四十六編・大正十一年・第二十二巻・軍事・陸軍・海軍、学事・学制・学資・雑載」類01445100、�「公文類聚・第
四十八編・大正十三年・第二十七巻・軍事・陸軍・海軍、学事・学制（大学）・陸海軍兵学」類01515100、��「公文類聚・
第四十九編・大正十四年・第二十九巻・軍事・陸軍・海軍、学事・学制・大学・専門学校・雑載」類01550100、�～�「公
文類聚・第五十編・大正十五年～昭和元年・第三十一巻・軍事・陸軍・徴発・海軍、学事・学制～雑載」類01587100、�～
�「公文類聚・第五十二編・昭和三年・第二十三巻・軍事・陸軍・海軍、学事・小学校・専門学校・大学」類01659100、�

「公文類聚・第五十六編・昭和七年・第二十九巻・軍事・陸軍・海軍・雑載、学事・小学校・大学」類01796100、�「公文類
聚・第六十三編・昭和十四年・第八十二巻・学事一・学制・大学」類02260100、�「公文類聚・第六十六編・昭和十七年・
第八十八巻・学事一・学制・大学・高等学校」類02648100、�「公文類聚・第六十七編・昭和十八年・第百二巻・学事二・
学制（大学）」類02770100、以上国立公文書館所蔵。③『早稲田大学百年史』三。
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ては他に設備其他の要件あること特に説明するまでも
なからん」31と述べており，「通牒」の項目以外に「設
備其他の要件」を設定していたことを示唆している。

そこで「内規」に数字が示される図書数について，
「内規」成立前に認可された大学を事例に検討しよう。
「設立要項」を検索すると当初，図書数を「洋書」と
「其他」（あるいは「和漢書」）に二分して記載されて
いたのが，専修大学以降は各国語別に記されるように
なったことがわかる。そして同大学は欧米各国中 2
か国語各2,000部以上を認可後 2 年以内に備え付ける
ことが認可条件として課された32。立教大学も独仏の
専門学科に関する図書2,000部以上備えることとされ
た33。立命館大学34や公立の熊本医科大学35でも同じ条
件が付された。ただし2,000部の根拠は不明である。例
えば東京帝国大学附属図書館の蔵書数（1922年度末）
は和漢書が41万冊，洋書が35万冊だった36。2,000部で
は教育・研究に十分でないことは明らかだろう。いず
れにしても以上から，1922年頃から文部省が用い始め
た数字が「内規」に入ったと考えられる。

ではなぜこの時期に「内規」が成立したのだろうか。
そこには基本財産の問題が関わっていたのではないか
と思われる。「内規」成立までは 6 か年分割供託が認
められたが，多くの私立大学にとって計画通りに供託
することは困難で，大幅な緩和を申し出て認められた
大学もあった37。そこに関東大震災が追い討ちをかけ
た。このことは改訂「大学設立認可内規」の「備考」
に「大正十二年震災ノ為罹災学校ニ対シテハ供託ヲ一
年猶予若クハ分割供託ヲ十二回迄ノ範囲内ニ於テ変更
スルコトヲ許セリ」とあることからも確認できる。こ
の状況に文部省は認可した大学の基本財産の供託状況
を精査し，要件を再検討せざるを得なくなり，新規申
請の大学に適用する基本財産要件を引き上げた「内規」
を作成することになったのではないかと考えられる。

（ 3）「内規」の適用
新たに作られた「内規」はどのように適用されたの

だろうか。震災の翌年に設立が認められた立正大学が
初回に基本財産の半額以上を供託したことにはすでに
触れた。駒澤大学については不明である。東京農業大
学は，基本財産の金額と供託回数は不明だが，「初年
度（大正十四年度）」の収支予算の収入の部に「供託
金利子」として 1 万2,500円，「完成年度（大正十七年
度）」には 2 万5,000円を計上しているから，当時の一
般的な国債の利率が 5 パーセントだったことを勘案す
ると，初年度25万円を供託し，以後 3 回に分割して合
計50万円を供託すると申請したとみられる。

設立認可申請関係書類に「内規」を含む日本医科大
学と高野山大学に続く，大正大学，東洋大学，上智大
学は初年度に基本財産の半額を供託したうえで，残額
を翌年度以降 3 回に分けて供託するとした。つまり基
本財産に関して検討すると，いずれも審査に「内規」
が厳格に適用されていたとみられる。

所要教員の総数と専任教員数は，日本医科大学以降
すべての大学で学部と予科の双方について「設立要項」
に記され，「教員予定表」が付されることもあった。「内
規」が猶予を「完成年度」までとしたことを受けてか，
設立時点で専任教員確保の見通しを明確にすることが
求められるようになったとみられる。

3 　「大学設立認可内規」への改訂と適用

（ 1）改訂の内容と背景
「内規」は1929年 5 月18日付で改訂された。新たな

「大学設立認可内規」（以下「新内規」と記す）では，
夜間授業を行なう大学に対して 1 学部につき 5 万円以
上の基本財産の増額を求める項目が追加された。なぜ
この時期に改訂されたのだろうか。

1929年 6 月20日付の『高等諸学校一覧』をみると，
日本大学，立命館大学，中央大学，専修大学が夜間授
業（「昼夜二部教授」ないし「夜間授業」）を実施して
いたことがわかる38。1920年代の私立大学における夜
間授業（夜間部）の設置と文部省の対応については江
津和也の研究が詳しい39。それによると，1928年度まで
は日本大学が唯一の「夜間大学」だった。だが，1929
年度以降，立命館大学，中央大学，専修大学でも夜間
授業を開設するようになった。その背景には，基本財
産の供託や施設設備の整備，関東大震災からの復興な
どによる財政状況の逼迫があったとされる。夜間に授
業を行なえば新たな投資をすることなく多くの学生を
受け入れて，収入増を図ることができたのである。

しかし1928年12月 6 日付で立命館大学が「昼間夜間
ノ二部教授」のために学則改正認可を申請すると，文
部省は大学教育の「機会均等」の見地から意義がある
としながらも，「実質ニ於テ一個ノ設備ノモトニ二個
ノ大学ヲ設置スルスルモノニ近ク」，したがって「相当
基本財産ノ増額供託ノ計画ヲ確立スル迄ハ一応設立者
ノ再考ヲ促スコトニ致シ度」との方針をまとめた。文
部省は夜間部設置を認めることに消極的だったことが
うかがえる40。最終的に立命館大学の申請は認可され
たが，さらに1929年 1 月29日付で中央大学からも同様
の申請がなされると41，文部省はそれを認可した翌日
の 3 月20日から省議を開始し，「内規」に第六項として

「夜間授業ヲナス大学ニ在リテハ第三項ノ基本財産以
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外ニ一学部ニ付金五万円以上ヲ増加セシムルコト」を
追加することに決定した42。この改訂について江津は，
私立大学夜間部の濫立を防ぐ措置だったと評価してい
る43。

こうした「内規」改訂の決定を踏まえて文部省は，
5 月18日付で私立大学に「基本財産供託ニ関スル件」
として「今般夜間授業ヲナス大学ニ対シテハ既定ノ基
本財産以外ニ相当ノ基本財産供託ヲ要スルコトニ省議
決定シタルニ付此段通牒ス」という専門学務局長通牒
を発出した44。文面から判断して，私立大学には具体的
な金額は知らされなかったとみられる。なおこの経緯
にかかわる一連の文書には鉛筆書きで上記第六項を追
記した活字印刷版の「新内規」が含まれるが，「備考」
はない。

（ 2）「新内規」の適用
「新内規」はどのように適用されたのだろうか。第六

項にかかる夜間授業については，1944年11月 1 日現在
の『高等諸学校一覧』によれば新規開設はなく，日本
大学経済学部と専修大学が1944年度入学者から夜間授
業を廃止したことがわかる45。申請の有無は不明だが，
夜間授業を行なう大学・学部は減少した。文部省の意
図どおりの結果がもたらされたといえよう。

次に「新内規」が適用され始めた1930年以降に認可
された大学の基本財産についてみていこう。表 2 にみ
られるように関西学院大学，藤原工業大学，興亜工業
大学，大阪理工科大学のいずれも基本財産を一括供託
した。供託した金額は 2 学部だった関西学院大学が60
万円， 1 学部の興亜工業大学は50万円だった。これに
対して，藤原工業大学と大阪理工科大学は 1 学部だっ
たにも関わらず65万円を供託している。規定の金額よ
りも15万円も多い。

加えて「設立要項」に供託金の内訳が詳細に記され
るようになった。関西学院大学では国債24万8,887円
06銭のほかに，東京電灯株式会社債券15万1,760円40
銭，東洋拓殖株式会社債券15万1,760円40銭，白耳義王
国国債証書 7 万8,915円41銭の合計63万1,323円27銭を
供託するとしていた。関西学院大学の設立認可関係書
類には，早稲田大学は「日清生命株券」，同志社大学が

「富士瓦斯社債，京坂〔阪〕電鉄社債」，拓殖大学と上
智大学は「満鉄社債」といった具合に，大学令の示す

「特ニ認メタル有価証券」を具体的に書き上げた文書が
含まれている。有価証券を評価したうえで申請が認め
られたものとみられる。

しかし日中開戦以降は状況が転換する。藤原工業大
学の「設立要項」には理事長藤原銀次郎が会長を務め

る王子製紙の株券（時価65万円）で供託するが，「設立
者ハ右供託金中二十五万円以上ヲ設立認可ノ日ヨリ二
年以内ニ必ス国債証券ニ替フルコトヲ約ス」と記され
た。興亜工業大学も，初年度に国債10万円，森興業株
40万円，合計50万円を供託するが，森興業株は1943年
4 月に20万円分，1944年 4 月に10万円分，1945年 4 月
に10万円分を国債に順次置き換えると記した。大阪理
工科大学には「設立認可後三週間以内ニ国債ヲ以テ供
託ス」とあった。これらのことから，戦時下での国債
消化の圧力を背景に，有価証券による供託は一時的な
措置となり，国債での供託が原則化されていたとみら
れる。「新内規」に規定されていないにもかかわらず，
基本財産の一括供託と国債での供託は事実上の要件と
なっていたと考えられる。

おわりに

これまで述べたように，戦前期において大学設立の
認可要件を成文化した「基準」には，1918年に発出され
た「発専七八号通牒」，1924年成立の「大学設立認可内
規（秘）」，そしてこれを1929年に改訂した「大学設立
認可内規」があった。初めての「基準」となった「通
牒」は基本財産と専任教員の要件を定め，1923年まで
用いられた。「大学設立認可内規（秘）」は基本財産の
初回供託金額と分割回数のハードルを引き上げ，新た
に図書数などの設備要件を追加した。この「内規」に
夜間授業開設の要件を追加したのが1929年改訂の「新
内規」だった。

このような「基準」の成立・展開過程について次の
三点が指摘できる。

第一に，「基準」に盛り込まれた要件は，いずれも文
部省が一方的に作成したものというよりも，両者の関
係性のなかで成立・展開したものだった。最初の「通
牒」は私立大学側との協議を経て成立したものだった。
1924年の「内規」に記された基本財産供託要件の引き
上げと設備要件の追加は，それまでの設立認可申請の
審査において私立大学側の感触を確かめたうえで成文
化されたものだった。「新内規」における夜間授業の開
講に関する要件の追加も，その開設認可を求める私立
大学への対応だった。ただし「通牒」は各大学に公式
ルートで送られたが，「内規」と「新内規」は伝えられ
なかったとみられる。

第二に，これらの要件は私立大学側にとってある程
度達成が見込めるものだった。 1 学部の大学で50万
円， 1 学部増加ごとに10万円の増額という基本財産の
算定基準は，戦前一度も変更されなかった。基本財産
から得られる利息が大学運営に必要な金額には不充分
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だったことも早くから指摘されてきた46。1924年の「内
規」で加わった各国語2,000冊以上の根拠も薄弱だっ
た。私立大学が実現不能な数字を提示して設立の可能
性を断ち切ってしまうのではなく，ある程度現実的な
数字を示し，またそこに一定の猶予期間まで設定した
こと自体が，文部省と私立大学との関係の一面を物
語っている。

とはいえ，第三に「基準」はいったん成立すると，大
学設立認可の審査に際しては緩められることはなく，
一貫して「厳格に」適用された。「基準」を下回る申
請内容で設立が認可された公私立大学は一つもなかっ
た。だがこのことは，文部省が「基準」に則って「厳
密に」審査を進めたことを意味しているわけではない。
一点目の指摘と関連するのだが，文部省は審査に際し
て，「通牒」になかった設備要件や，「内規」に示され
ていない専任教員確保の見通しを求めていた。1930年
代に認可されたすべての私立大学が基本財産を一括供
託し，かつ国債での供託を原則とするようになった背
景にも文部省の意向が働いていたとみられる。

以上から，「基準」は設立認可の最低基準に位置づけ
られ，文部省はその時どきの公私立大学の状況や社会
情勢を踏まえて要件を追加し，ハードルを引き上げて
審査にあたっていたということができる。こうしてみ
ると本稿は結局，「設置の際の基準」を具体化し，それ
を運用する主体は文部官僚に限られていたという，戦
前における大学の水準向上行政の特質についてなされ
た海後宗臣・寺崎昌男『大学教育』の指摘を「基準」レ
ベルに降りて再論しただけなのかもしれない。だが，
文部省にどこまで主導権があったのかは慎重に吟味す
る必要がある。私立大学と結びついた政党勢力や一部
の官僚勢力などから要求される「基準」緩和の「外圧」
も決して小さくはなかったと考えられるからである。
その解明には実際の審査にどのような力が働いていた
のか分析しなければならない。今後の課題としたい。

付記）本研究は JSPS 科研費 23K02080の助成を受けた
ものです。
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A Historical Study on University Standards in Japan before World War II

Takuji YOSHIKAWA*

This study explores the development of Japanese university standards before World War II to 

better clarify their underlying characteristics. Using a comparative lens, this research analyzes the 

requirements embedded in historically-embedded standards alongside the prescribed conditions im-

posed on universities.

Following the University Ordinance (Daigaku-Rei) of 1918, Japan witnessed the establishment of 

public and private universities as separate from national universities. The establishment of these new 

categories of university followed three distinct standards. 

The initial standard, outlined in a circular distributed by the Ministry of Education to prefectural 

governors in 1919, mandated that universities create their own essential assets to maintain opera-

tions and they employ an adequate number of full-time faculty. In the documents regarding evalu-

ation for establishment approval, uncodified requirements were utilized alongside the established 

standards.

A new standard emerged in 1924, augmenting initial deposit requirements, reducing deposit fre-

quency, and incorporating requirements for facilities previously covered under assessments. 

Subsequently, a revised standard introduced in 1929 specifically outlined and heightened basic 

asset requirements for universities offering evening classes. During the accreditation assessment, 

universities were mandated to deposit their basic assets in a lump sum and predominantly rely on 

government bonds, requirements not explicitly stated within the standard regulations.

These standards, formulated by Ministry of Education officials, served as the minimum bench-

marks for assessing the approval for the establishment of a university. Throughout this process, 

undisclosed requirements were arbitrarily applied in conjunction with the established criteria.
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